
令和８(2026)年11月13日

岡山県産業労働部

（※１）繊維工業、鉄鋼非鉄、金属製品、一般機械、電気機械、輸送機械、精密機械、

プラスチック、その他

（※２）卸売業、小売業

調査時点 令和８(2026)年10月１日

調査対象
製造業 ５８０社（※１）
商 業 １７０社（※２）

           計  ７５０社

回答状況
製造業 ３８９社（６７.１％）

   商 業 １０５社（６１.８％）
  計  ４９４社（６５.９％）

水島コンビナートのエチレンプラント
大阪集約に関する影響予測調査



あまり影響は予測されない

 次いで、製造業、商業の双方において、「影響は予測されない」との回答が多かった。

商   業

Q1 事業活動におけるマイナス影響は予測されるか？

「大きな影響が予測される」、「一定の影響が予測される」を合わせた回答割合は、製造業では7.7%、
商業では12.4％であった。

（n=105）

【調査結果の概要】

2030年度を目処に、水島コンビナートのエチレン生産設備を大阪へ集約し、大阪から船で輸送するエチレンを
既存のパイプライン等を通じて供給するという方針が出されている。

8.2％

6.7％

製 造 業
大きな影響が予測される
 1.0%

（n= 389 ）

一定の影響が予測される

あまり影響は予測されない

影響は予測されない

38.6％

分からない

45.5%

一定の影響が予測される

影響は予測されない

32.4％

分からない

51.4%

12.4％

8.2％

6.7％

3.8％

 製造業、商業の双方において、「分からない」との回答が最も多く、約半数を占めた。



Q２ どのような影響を予測しているか？（複数選択可）
※Q２以降はQ1で「大きな影響が予測される」「一定の影響が予測される」と回答した者

への質問

「その他（自由記入欄）」抜粋

製造業 競合他社との競争激化

商 業 企業撤退による人口減少

製造業 商   業（n= 30） （n=13）

※複数選択のため、合計は100％にはなりません。

6.7%

0.0%

3.3%

6.7%

6.7%

10.0%

13.3%

16.7%

26.7%

36.7%

66.7%

その他

資金繰りの悪化

事業撤退

雇用の悪化

拠点移転

リードタイムの増加

設備投資の中止・延期等

売上の減少

取引の減少

供給量の不安定性

調達コストの増加

7.7%

0.0%

0.0%

7.7%

15.4%

15.4%

15.4%

23.1%

23.1%

30.8%

53.8%

その他

資金繰りの悪化

事業撤退

供給量の不安定性

リードタイムの増加

設備投資の中止・延期等

拠点移転

取引（メンテナンス・物流等）の減少

雇用の悪化

調達コストの増加

売上の減少



Q３ 各社で考えている対策は？（複数選択可）

製 造 業 商   業

「その他（自由記入欄）」抜粋

製造業 動向を見極めて対策を検討／メーカーとの関係強化／未取引商品の拡販

商 業 ー

（n= 30 ） （n=13）

※複数選択のため、合計は100％にはなりません。

10.0%

0.0%

6.7%

10.0%

13.3%

16.7%

23.3%

36.7%

46.7%

その他

融資制度の活用

代替原料・素材への切り替え

新事業・新分野への展開

自社製品ラインナップの見直し

コスト削減の徹底

特に対策を検討していない

調達先の多角化

価格転嫁

0.0%

0.0%

0.0%

7.7%

7.7%

7.7%

15.4%

23.1%

53.8%

その他

自社製品ラインナップの見直し

融資制度の活用

価格転嫁

コスト削減の徹底

新事業・新分野への展開

調達先の多角化

代替原料・素材への切り替え

特に対策を検討していない



Q4 期待する支援対策等は？（複数選択可）

製 造 業 商   業

「その他（自由記入欄）」抜粋

製造業 現段階では、特になし／期待する支援対策は特になし

商 業 取引先の収入増

（n= 30 ） （n=13）

※複数選択のため、合計は100％にはなりません。

3.3%

16.7%

20.0%

20.0%

23.3%

30.0%

33.3%

33.3%

その他

相談体制の充実強化

資金繰りの支援

新事業新分野への進出支援

雇用維持の支援

生産性向上等の支援

販路開拓支援

国内需要の喚起

7.7%

0.0%

0.0%

7.7%

15.4%

15.4%

23.1%

46.2%

その他

相談体制の充実強化

販路開拓支援

生産性向上等の支援

資金繰りの支援

新事業新分野への進出支援

国内需要の喚起

雇用維持の支援
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